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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を有するポリカーボネ
ート樹脂と、コア・シェル構造からなるエラストマーとを含むポリカーボネート樹脂組成
物であって、前記ポリカーボネート樹脂のガラス転移温度が１４５℃未満であり、前記エ
ラストマーのコア層を形成する重合体が（メタ）アクリル酸アルキル及び（メタ）アクリ
ル酸からなる群より選ばれる少なくとも１つのモノマー成分のみの重合体であり、前記エ
ラストマーのシェル層が（メタ）アクリル酸アルキルよりなる重合体である、ポリカーボ
ネート樹脂組成物。
【化１】

【請求項２】
　ポリカーボネート樹脂組成物を厚さ３ｍｍの成形体に成形したときの全光線透過率が５
５％以下である、請求項１に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
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【請求項３】
　前記ポリカーボネート樹脂１００重量部に対して前記エラストマーを０．０５～５０重
量部含む、請求項１又は２に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項４】
　前記エラストマーが、アクリルアルキレート－メチルメタクレート共重合体、（メタ）
アクリル酸アルキル－アクリルゴム共重合体からなる群のうちの少なくとも１つのコア・
シェル型グラフト共重合体である、請求項１～３のいずれか１項に記載のポリカーボネー
ト樹脂組成物。
【請求項５】
　前記ポリカーボネート樹脂が脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を含む、請
求項１～４のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項６】
　前記ポリカーボネート樹脂が、全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対して前記
脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を２０ｍｏｌ％以上含む、請求項５に記載
のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項７】
　前記ポリカーボネート樹脂が、５員環構造を有するジヒドロキシ化合物及び６員環構造
を有するジヒドロキシ化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種のジヒドロキシ化合
物に由来する構造単位を含む、請求項１～６のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹
脂組成物。
【請求項８】
　前記ポリカーボネート樹脂が、シクロヘキサンジメタノール類とトリシクロデカンジメ
タノール類とからなる群より選ばれる少なくとも１種のジヒドロキシ化合物に由来する構
造単位を含む、請求項１～７のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載のポリカーボネート樹脂組成物を成形して得られる
、ポリカーボネート樹脂成形品。
【請求項１０】
　前記ポリカーボネート樹脂組成物を射出成形して得られる、請求項９に記載のポリカー
ボネート樹脂成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐候性、耐衝撃性および遮光性等のバランスに優れたポリカーボネート樹脂
組成物及びその成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリカーボネートは一般的に石油資源から誘導される原料を用いて製造される。しかし
ながら、近年、石油資源の枯渇が危惧されており、植物等のバイオマス資源から得られる
原料を用いたポリカーボネートの提供が求められている。
【０００３】
　また、二酸化炭素排出量の増加または蓄積による地球温暖化が、気候変動等をもたらす
ことが危惧されていることからも、使用後の廃棄処分をしてもカーボンニュートラルな、
植物由来モノマーを原料としたポリカーボネートの開発が求められている。
【０００４】
　近年、植物由来モノマーとしてイソソルビドを使用し、炭酸ジフェニルとのエステル交
換により、ポリカーボネート樹脂を得ることが提案されている（例えば、特許文献１参照
）。
【０００５】
　従来広く用いられてきた芳香族ポリカーボネート樹脂の場合には樹脂そのものの耐衝撃
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性に優れていたが、イソソルビドを使用する場合には芳香族ポリカーボネート樹脂と比べ
て耐衝撃性に劣り、改良が必要となる。この問題に対し、ガラス転移温度の高いポリカー
ボネート樹脂とゴム質重合体とを含有するポリカーボネート樹脂組成物が耐衝撃性を高め
るものとして提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】英国特許第１０７９６８６号明細書
【特許文献２】国際公開０８／１４６７１９号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献２には、非芳香族系のジヒドロキシ化合物を原料とするポリカーボネート樹脂
とゴム質重合体として、コア・シェル構造を有するものとを用いたポリカーボネート樹脂
組成物が記載されているが、本発明者らの詳細な検討によれば、特許文献２に記載のポリ
カーボネート樹脂組成物の場合、耐衝撃性は改良されるものの、非芳香族系のジヒドロキ
シ化合物の特長の１つである耐候性に優れるという利点が損なわれるという問題点が見出
された。
【０００８】
　また、本発明者らの検討によれば、特許文献２に記載のポリカーボネート樹脂組成物は
遮光性が悪く、スモークガラス用途としてのシート若しくはスモークフィルム等の用途、
自動車等のプライバシーガラス若しくは窓ガラス等のガラス代替建材の用途等に適さない
、という問題も見出された。
【０００９】
　そこで、本発明の目的は、耐候性を維持したまま耐衝撃性を向上させ、また遮光性に優
れたポリカーボネート樹脂組成物及びその成形品を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記課題を解決するべく鋭意検討を重ねた結果、特定構造を有するポリ
カーボネート樹脂と特定のコア・シェル構造からなるエラストマーとを含有するポリカー
ボネート樹脂組成物が、耐候性を維持したまま耐衝撃性を向上させ、また遮光性にも優れ
たものが得られることを見出し、本発明に到達した。
【００１１】
　即ち、本発明の要旨は下記［１］～［１３］に存する。
【００１２】
［１］　下記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を有するポリカ
ーボネート樹脂と、コア・シェル構造からなるエラストマーとを含むポリカーボネート樹
脂組成物であって、前記ポリカーボネート樹脂のガラス転移温度が１４５℃未満であり、
前記エラストマーのコア層を形成する重合体が（メタ）アクリル酸アルキル及び（メタ）
アクリル酸からなる群より選ばれる少なくとも１つのモノマー成分のみの重合体であり、
前記エラストマーのシェル層が（メタ）アクリル酸アルキルよりなる重合体である、ポリ
カーボネート樹脂組成物。
【００１３】



(4) JP 5970822 B2 2016.8.17

10

20

30

40

50

【化１】

【００１５】
［２］　ポリカーボネート樹脂組成物を厚さ３ｍｍの成形体に成形したときの全光線透過
率が５５％以下である、［１］に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００１６】
［３］　前記ポリカーボネート樹脂１００重量部に対して前記エラストマーを０．０５～
５０重量部含む、［１］に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００２１】
［４］　前記エラストマーが、アクリルアルキレート－メチルメタクレート共重合体、（
メタ）アクリル酸アルキル－アクリルゴム共重合体からなる群のうちの少なくとも１つの
コア・シェル型グラフト共重合体である、［１］～［３］のいずれか１に記載のポリカー
ボネート樹脂組成物。
【００２２】
［５］　前記ポリカーボネート樹脂が脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を含
む、［１］～［４］のいずれか１に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００２３】
［６］　前記ポリカーボネート樹脂が、全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対し
て前記脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を２０ｍｏｌ％以上含む［５］に記
載のポリカーボネート樹脂組成物。
【００２４】
［７］　前記ポリカーボネート樹脂が、５員環構造を有するジヒドロキシ化合物及び６員
環構造を有するジヒドロキシ化合物からなる群より選ばれる少なくとも１種のジヒドロキ
シ化合物に由来する構造単位を含む、［１］～［６］のいずれか１に記載のポリカーボネ
ート樹脂組成物。
【００２５】
［８］　前記ポリカーボネート樹脂が、シクロヘキサンジメタノール類とトリシクロデカ
ンジメタノール類とからなる群より選ばれる少なくとも１種のジヒドロキシ化合物に由来
する構造単位を含む、［１］～［７］のいずれか１に記載のポリカーボネート樹脂組成物
。
【００２６】
［９］　［１］～［８］のいずれか１に記載のポリカーボネート樹脂組成物を成形して得
られる、ポリカーボネート樹脂成形品。
【００２７】
［１０］　前記ポリカーボネート樹脂組成物を射出成形して得られる［９］に記載のポリ
カーボネート樹脂成形品。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、耐候性、耐衝撃性および遮光性等のバランスに優れたポリカーボネー
ト樹脂組成物及びそのポリカーボネート樹脂成形品を提供することができる。また、本発
明のポリカーボネート樹脂組成物の好ましい態様にあっては、色相、耐熱性または成形性
等の種々の物性にも優れたものとなる。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
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　以下、本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限り、以下の内容
に限定されるものではない。尚、本明細書において、「～」とはその前後の数値又は物理
量を含む表現として用いるものとする。また、本明細書において「置換基」という表現を
用いる場合、特に明記しない限りは当該置換基の種類は限定されるものではなく、分子量
２００までのものを意味するものとする。
【００３０】
〔ポリカーボネート樹脂組成物〕
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、下記式（１）で表される部位を有するジヒド
ロキシ化合物［以下「ジヒドロキシ化合物（１）」と称す場合がある。］に由来する構造
単位を有するポリカーボネート樹脂と、コア・シェル構造からなるエラストマーとを含む
ポリカーボネート樹脂組成物であって、前記エラストマーのコア層が（メタ）アクリル酸
アルキル及び（メタ）アクリル酸からなる群より選ばれる少なくとも１つであることを特
徴とする。
【００３１】
【化３】

【００３２】
　ただし、上記式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈを構成する部位である場合を
除く。
【００３３】
　本発明は、上記ジヒドロキシ化合物（１）に由来する構造単位を有するポリカーボネー
ト樹脂と、コア・シェル構造からなり、コア層が（メタ）アクリル酸アルキル及び（メタ
）アクリル酸からなる群より選ばれる少なくとも１つであるコア・シェル構造からなるエ
ラストマーとをポリカーボネート樹脂組成物に配合することにより、前記特許文献２に記
載のポリカーボネート樹脂組成物では得られなかった、耐候性を維持したまま耐衝撃性を
向上させるという効果が得られるとの知見に基くものである。
【００３４】
　このような優れた改良効果が得られる作用機構の詳細は明らかではないが、特定のポリ
カーボネート樹脂と特定のコア・シェル構造からなるエラストマーとを選択することによ
って、シェルとマトリックスである樹脂との相互作用、屈折率差低減による透明性低下抑
制またはエラストマーの耐候性によるものと考えられる。
【００３５】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、ポリカーボネート樹脂組成物を厚さ３ｍｍの
成形体に成形したときの全光線透過率が、５５％以下であることが好ましく、４５％以下
であることがより好ましい。詳細は後述するが、全光線透過率が該範囲であると、採光性
がありながら内部を見え難くする、スモークガラス用途としてのシート若しくはスモーク
フィルム等の用途、または自動車等のプライバシーガラス若しくは窓ガラス等のガラス代
替建材の用途等に適用する上で特に好ましい。また、全光線透過率の下限については上記
用途においてはある程度、全光線透過率が高い方が採光性を得るためには好ましいため、
５％以上であることが好ましく、１０％以上であることがより好ましい。
【００３６】
　全光線透過率の測定方法については後掲の実施例において詳述する。全光線透過率は、
エラストマーの配合量を多くしたり、各種顔料若しくは染料の配合、又はこれらの組み合
わせ等により、制御することができる。
【００３７】
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［ポリカーボネート樹脂］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物に用いるポリカーボネート樹脂（以下、「本発明
のポリカーボネート樹脂」と称す場合がある。）は、下記式（１）で表される部位を有す
るジヒドロキシ化合物［以下「ジヒドロキシ化合物（１）」と称す場合がある。］に由来
する構造単位を有するものである。
【００３８】
【化４】

【００３９】
　ただし、上記式（１）で表される部位が－ＣＨ２－Ｏ－Ｈを構成する部位である場合を
除く。
【００４０】
　本発明のポリカーボネート樹脂は、ジヒドロキシ化合物（１）と炭酸ジエステルとを原
料として、エステル交換反応により重縮合させて得ることができる。
【００４１】
＜原料＞
（ジヒドロキシ化合物）
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物はジヒドロキシ化合物（１）に由来する構造単位
を含むことが好ましい。ジヒドロキシ化合物（１）としては、構造の一部に前記式（１）
で表される部位を有するものであれば特に限定されるものではない。
【００４２】
　具体的には、例えば、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレ
ングリコール等のオキシアルキレングリコール類、９，９－ビス［４－（２－ヒドロキシ
エトキシ）フェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３
－メチルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－
イソプロピルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－
３－イソブチルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）
－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒドロキシエ
トキシ）－３－シクロヘキシルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒドロ
キシエトキシ）－３－フェニルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒドロ
キシエトキシ）－３，５－ジメチルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）－３－ｔｅｒｔ－ブチル－６－メチルフェニル］フルオレン、９，９
－ビス［４－（３－ヒドロキシ－２，２－ジメチルプロポキシ）フェニル］フルオレン等
、側鎖に芳香族基を有し、主鎖に芳香族基に結合したエーテル基を有する化合物、下記式
（２）で表されるジヒドロキシ化合物に代表される無水糖アルコール、下記式（３）で表
されるスピログリコールおよび下記式（４）で表されるジヒドロキシ化合物、等の環状エ
ーテル構造を有する化合物が挙げられる。
【００４３】
　これらのジヒドロキシ化合物（１）の中でも、入手のし易さ、ハンドリング、重合時の
反応性または得られるポリカーボネート樹脂の色相の観点からは、ジエチレングリコール
またはトリエチレングリコールが好ましい。また、耐熱性または耐光性の観点からは、下
記式（２）に代表される糖アルコール、下記式（３）で表されるスピログリコールまたは
下記式（４）で表されるジヒドロキシ化合物等の環状エーテル構造を有するジヒドロキシ
化合物が好ましく、下記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物に代表される糖アルコー
ルまたは下記式（３）で表されるスピログリコール等の、複数の環からなる環状エーテル
構造がより好ましく、その中でも２つの環からなる環状エーテル構造を有するジヒドロキ
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シ化合物が更に好ましい。特に好ましいのは下記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物
に代表される無水糖アルコールである。これらは得られるポリカーボネート樹脂の要求性
能に応じて、単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４４】
【化５】

【００４５】
　上記式（２）で表されるジヒドロキシ化合物としては、例えば、立体異性体の関係にあ
る、イソソルビド、イソマンニドまたはイソイデットが挙げられる。これらは単独で用い
ても、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４６】
　これらのジヒドロキシ化合物（１）のうち、芳香環構造を有しないジヒドロキシ化合物
を用いることが、得られるポリカーボネート樹脂の耐光性の観点から好ましく、中でも植
物由来の資源として豊富に存在し、容易に入手可能な種々のデンプンから製造されるソル
ビトールを脱水縮合して得られるイソソルビドが、入手及び製造のし易さ、耐光性、光学
特性、成形性、耐熱性またはカーボンニュートラルの面から最も好ましい。
【００４７】
　また、ポリカーボネート樹脂中における全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対
する、ジヒドロキシ化合物（１）に由来する構造単位の割合は、１０ｍｏｌ％以上である
ことが好ましく、２０ｍｏｌ％以上であることがより好ましく、３０ｍｏｌ％以上である
ことが更に好ましい。一方、ジヒドロキシ化合物（１）に由来する構造単位は、ポリカー
ボネート樹脂中における全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対して６０ｍｏｌ％
より少ないことが好ましく、５５ｍｏｌ％以下がより好ましい。ジヒドロキシ化合物（１
）に由来する構造単位を上記所定量とすることにより、ポリカーボネート樹脂の色調また
は耐光性等が優れたものとなる。
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【００４８】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂は、柔軟性または延性付与のために、ジヒドロキ
シ化合物（１）に由来する構造単位に加えて、脂肪族ジヒドロキシ化合物（２つのヒドロ
キシ基以外が脂肪族炭化水素よりなるジヒドロキシ化合物）に由来する構造単位を含むこ
とが好ましい。ポリカーボネート樹脂において、脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構
造単位を導入するためには、前記ジヒドロキシ化合物（１）と同様に、ポリカーボネート
樹脂の原料として脂肪族ジヒドロキシ化合物を用いて共重合すればよい。
【００４９】
　脂肪族ジヒドロキシ化合物としては、例えば、直鎖状脂肪族ジヒドロキシ化合物、分岐
鎖状脂肪族ジヒドロキシ化合物および脂環式ジヒドロキシ化合物等が挙げられ、これらの
中でも脂環式ジヒドロキシ化合物が好ましい。
【００５０】
　以下に本発明で用いることができる脂肪族ジヒドロキシ化合物の具体例を挙げるが、以
下の脂肪族ジヒドロキシ化合物は１種のみで使用することも、２種以上を組み合わせて使
用することもできる。
【００５１】
　直鎖状脂肪族ジヒドロキシ化合物としては、例えば、エチレングリコール、１，３－プ
ロパンジオール、１，２－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタン
ジオール、１，２－ブタンジオール、１，５－ヘプタンジオール、１，６－ヘキサンジオ
ール、１，１０－デカンジオールおよび１，１２－ドデカンジオール等が挙げられる。分
岐鎖状脂肪族ジヒドロキシ化合物としては、例えば、ネオペンチルグリコールおよびヘキ
シレングリコール等が挙げられる。
【００５２】
　脂環式ジヒドロキシ化合物は、環状構造の炭化水素骨格と２つのヒドロキシ基を有する
化合物であり、ヒドロキシ基は、環状構造に直接結合していてもよいし、アルキレン基の
ような置換基を介して環状構造に結合していてもよい。また、環状構造は単環であっても
多環であってもよい。
【００５３】
　脂環式ジヒドロキシ化合物の好適なものとしては、以下に挙げる５員環構造を有する脂
環式ジヒドロキシ化合物または６員環構造を有する脂環式ジヒドロキシ化合物等が好まし
い。脂環式ジヒドロキシ化合物として、５員環構造を有する脂環式ジヒドロキシ化合物又
は６員環構造を有する脂環式ジヒドロキシ化合物を用い、これらに由来する構造単位をポ
リカーボネート樹脂に導入することにより、得られるポリカーボネート樹脂の耐熱性を高
めることができる。
【００５４】
　脂環式ジヒドロキシ化合物の炭素数は通常７０以下であることが好ましく、より好まし
くは５０以下、更に好ましくは３０以下である。この炭素数が多いほど、得られるポリカ
ーボネート樹脂の耐熱性が高くなる傾向にあるが、ポリカーボネート樹脂の合成が困難に
なったり、精製が困難になったり、コストが高くなることがある。一方、脂環式ジヒドロ
キシ化合物の炭素数が少ないほど、精製しやすく、原料調達が容易である。
【００５５】
　５員環構造を有する脂環式ジヒドロキシ化合物としては、例えば、トリシクロデカンジ
オール類；ペンタシクロペンタデカンジオール類；２，６－デカリンジオール、１，５－
デカリンジオールおよび２，３－デカリンジオール等のデカリンジオール類；トリシクロ
テトラデカンジオール類；トリシクロデカンジメタノール類；ペンタシクロペンタデカン
ジメタノール類等が挙げられる。
【００５６】
　６員環構造を有する脂環式ジヒドロキシ化合物としては、例えば、１，２－シクロヘキ
サンジオール、１，３－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、２
－メチル－１，４－シクロヘキサンジオールおよび２－メチル－１，４－シクロヘキサン
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ジオール等のシクロヘキサンジオール類；４－シクロヘキセン－１，２－ジオール等のシ
クロへキセンジオール類；２，３－ノルボルナンジオールおよび２，５－ノルボルナンジ
オール等のノルボルナンジオール類；１，３－アダマンタンジオールおよび２，２－アダ
マンタンジオール等のアダマンタンジオール類；１，２－シクロヘキサンジメタノール、
１，３－シクロヘキサンジメタノールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノール等のシ
クロへキサンジメタノール類；４－シクロヘキセン－１，２－ジオール等のシクロヘキセ
ンジメタノール類；２，３－ノルボルナンジメタノールおよび２，５－ノルボルナンジメ
タノール等のノルボルナンジメタノール類；１，３－アダマンタンジメタノールおよび２
，２－アダマンタンジメタノール等のアダマンタンジメタノール類等が挙げられる。
【００５７】
　以上に挙げた脂環式ジヒドロキシ化合物の中でも、シクロヘキサンジメタノール類、ト
リシクロデカンジメタノール類、アダマンタンジオール類またはペンタシクロペンタデカ
ンジメタノール類が好ましく、シクロヘキサンジメタノール類またはトリシクロデカンジ
メタノールが特に好ましい。
【００５８】
　シクロヘキサンジメタノール類を用いると、得られるポリカーボネート樹脂の柔軟性ま
たは延性が特に高まる傾向にある。また、トリシクロデカンジメタノール類を用いると、
得られるポリカーボネート樹脂が表面硬度と延性とのバランスに優れたものとなる傾向に
ある。シクロヘキサンジメタノール類の中では１，４－シクロヘキサンジメタノールが好
ましい。
【００５９】
　ポリカーボネート樹脂が、ジヒドロキシ化合物（１）に由来する構造単位と、脂環式ジ
ヒドロキシ化合物等の脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位との両方を含むこと
により、ポリカーボネート樹脂の透明性または耐衝撃性を改善することができるだけでは
なく、柔軟性、耐熱性または成形性等、種々の物性を改善する効果を得ることも可能であ
る。
【００６０】
　本発明のポリカーボネート樹脂における脂環式ジヒドロキシ化合物等の脂肪族ジヒドロ
キシ化合物に由来する構造単位の割合が少な過ぎるとポリカーボネート樹脂組成物とした
ときにポリカーボネート樹脂中でのエラストマーの分散性が悪くなり、耐面衝撃性の改良
効果が得られにくく、ポリカーボネート樹脂のガラス転移温度が高くなる傾向にある。
【００６１】
　一方、本発明のポリカーボネート樹脂における脂環式ジヒドロキシ化合物等の脂肪族ジ
ヒドロキシ化合物に由来する構造単位の割合が多過ぎると、ポリカーボネート樹脂の還元
粘度が高くなり、成形する際の流動性が低下し、生産性または成形性が悪くなるおそれが
ある。
【００６２】
　特に、ポリカーボネート樹脂中における全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対
する脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を２０ｍｏｌ％以上とすることにより
、ポリカーボネート樹脂組成物としたときの光反射率または耐衝撃性が優れたものとなる
。
【００６３】
　ポリカーボネート樹脂中における、全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対する
、脂環式ジヒドロキシ化合物等の脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の割合は
、２０ｍｏｌ％以上が好ましく、４０ｍｏｌ％以上がより好ましく、４５ｍｏｌ％以上が
更に好ましい。
【００６４】
　一方、ポリカーボネート樹脂中における全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対
する脂環式ジヒドロキシ化合物等の脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位は、好
ましくは９０ｍｏｌ％以下、より好ましくは８０ｍｏｌ％以下、更に好ましくは７０ｍｏ
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ｌ％以下である。
【００６５】
　尚、本発明のポリカーボネート樹脂においては、ジヒドロキシ化合物（１）に由来する
構造単位と、脂肪族ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位とのいずれとも解される構造
単位が含まれうる。このような構造単位を含有する場合、少なくともジヒドロキシ化合物
（１）に由来する構造単位を有することの条件を満たした上で、ジヒドロキシ化合物（１
）に由来する構造単位とも、脂環式ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位とも解されう
る構造単位を任意に位置づければよい。
【００６６】
　本発明のポリカーボネート樹脂は、ジヒドロキシ化合物（１）及び脂肪族ジヒドロキシ
化合物以外のジヒドロキシ化合物（以下、「その他のジヒドロキシ化合物」と称すること
がある。）に由来する構造単位を含んでいてもよい。
【００６７】
　その他のジヒドロキシ化合物としてより具体的には、例えば、２，２－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）プロパン［＝ビスフェノールＡ］、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３
，５－ジメチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジエチル
フェニル）プロパン、２，２－ビス［４－ヒドロキシ－（３，５－ジフェニル）フェニル
］プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェニル）プロパン、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，４’－ジヒドロキシ－ジフェニル
メタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシ－５－ニトロフ
ェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、３，３－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）ペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサ
ン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、２，４’－ジヒドロキシジフェニルスル
ホン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、４，４’－ジヒドロキシジフェニル
エーテル、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジクロロジフェニルエーテル、９，９－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレンおよび９，９－ビス（４－ヒドロキシ－２－
メチルフェニル）フルオレン等の芳香族ビスフェノール類が挙げられる。
【００６８】
　ただし、ポリカーボネート樹脂の耐光性の観点からはその他のジヒドロキシ化合物とし
ては、分子構造内に芳香環構造を有さないものが好ましい。これらその他のジヒドロキシ
化合物についても、得られるポリカーボネート樹脂の要求性能に応じて、単独で用いても
よく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００６９】
　本発明のポリカーボネート樹脂がその他のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を含
む場合、その他のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位の、ポリカーボネート樹脂中の
全ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位に対する割合は、好ましくは４０ｍｏｌ％以下
、より好ましくは３０ｍｏｌ％以下、更に好ましくは２０ｍｏｌ％以下、特に好ましくは
１０ｍｏｌ％以下である。
【００７０】
　本発明のポリカーボネート樹脂の製造に用いるジヒドロキシ化合物は、還元剤、抗酸化
剤、脱酸素剤、光安定剤、制酸剤、ｐＨ安定剤または熱安定剤等の安定剤を含んでいても
よく、特に酸性下ではジヒドロキシ化合物が変質しやすいことから、塩基性安定剤を含む
ことが好ましい。
【００７１】
　塩基性安定剤としては、例えば、長周期型周期表（Ｎｏｍｅｎｃｌａｔｕｒｅ　ｏｆ　
Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ＩＵＰＡＣ　Ｒｅｃｏｍｍｅｎｄａｔｉｏｎ
ｓ　２００５）における１族又は２族の金属の水酸化物、炭酸塩、リン酸塩、亜リン酸塩
、次亜リン酸塩、硼酸塩および脂肪酸塩、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テト
ラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、テトラ
ブチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、トリメ
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チルベンジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロキシド
、トリエチルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウムヒドロ
キシド、トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアンモニウ
ムヒドロキシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニルアンモ
ニウムヒドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルトリフェ
ニルアンモニウムヒドロキシドおよびブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド等の
塩基性アンモニウム化合物、並びに４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ－
ジメチル－４－アミノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジン
、２－メトキシピリジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、２
－メトキシイミダゾール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイミ
ダゾールおよびアミノキノリン等のアミン系化合物が挙げられる。その中でも、その効果
と後述する蒸留除去のしやすさから、ナトリウム若しくはカリウムのリン酸塩、または亜
リン酸塩が好ましく、中でもリン酸水素２ナトリウムまたは亜リン酸水素２ナトリウムが
好ましい。
【００７２】
　これら塩基性安定剤のジヒドロキシ化合物中の含有量に特に制限はないが、少なすぎる
とジヒドロキシ化合物の変質を防止する効果が得られない可能性があり、多すぎるとジヒ
ドロキシ化合物の変性を招く場合があるので、通常、ジヒドロキシ化合物に対して、０．
０００１重量％～１重量％であることが好ましく、より好ましくは０．００１重量％～０
．１重量％である。　
【００７３】
　また、これら塩基性安定剤を含有したジヒドロキシ化合物をポリカーボネート樹脂の製
造原料として用いると、塩基性安定剤自体が重合触媒となり、重合速度または品質の制御
が困難になるだけでなく、初期色相の悪化を招き、結果的に得られるポリカーボネート樹
脂成形品の耐光性を悪化させるため、ポリカーボネート樹脂の製造原料として使用する前
に塩基性安定剤をイオン交換樹脂または蒸留等で除去することが好ましい。　
【００７４】
　また、ジヒドロキシ化合物がイソソルビド等、環状エーテル構造を有する場合には、酸
素によって徐々に酸化されやすいので、保管または製造時には、酸素による分解を防ぐた
め、水分が混入しないようにし、また、脱酸素剤等を用いたり、窒素雰囲気下で取り扱う
ことが好ましい。イソソルビドが酸化されると、蟻酸等の分解物が発生する場合がある。
例えば、これら分解物を含むイソソルビドをポリカーボネート樹脂の製造原料として使用
すると、得られるポリカーボネート樹脂の着色を招く可能性があり、また、物性を著しく
劣化させる可能性があるだけではなく、重合反応に影響を与え、高分子量の重合体が得ら
れないことがある。
【００７５】
　上記酸化分解物を含まないジヒドロキシ化合物を得るために、また、前述の塩基性安定
剤を除去するためには、ジヒドロキシ化合物の蒸留精製を行うことが好ましい。この場合
の蒸留とは単蒸留であっても、連続蒸留であってもよく、特に限定されない。蒸留の条件
としてはアルゴンまたは窒素等の不活性ガス雰囲気において、減圧下で蒸留を実施するこ
とが好ましく、熱による変性を抑制するためには、好ましくは２５０℃以下、より好まし
くは２００℃以下、特に好ましくは１８０℃以下の条件で行うことが好ましい。
【００７６】
　このような蒸留精製で、本発明で用いるジヒドロキシ化合物中の蟻酸含有量を好ましく
は２０重量ｐｐｍ以下、より好ましくは１０重量ｐｐｍ以下、特に好ましくは５重量ｐｐ
ｍ以下にすることにより、ポリカーボネート樹脂製造時の重合反応性を損なうことなく、
色相または熱安定性に優れたポリカーボネート樹脂の製造が可能となる。蟻酸含有量の測
定はイオンクロマトグラフィーで行う。
【００７７】
（炭酸ジエステル）
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　本発明のポリカーボネート樹脂は、上述したジヒドロキシ化合物（１）を含むジヒドロ
キシ化合物と炭酸ジエステルを原料として、エステル交換反応により重縮合させて得るこ
とができる。
【００７８】
　用いられる炭酸ジエステルとしては、通常、下記式（５）で表されるものが挙げられる
。これらの炭酸ジエステルは、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いても
よい。
【００７９】
【化６】

【００８０】
　上記式（５）において、Ａ１及びＡ２は、それぞれ独立に、置換若しくは無置換の炭素
数１～炭素数１８の脂肪族炭化水素基、又は、置換若しくは無置換の芳香族炭化水素基で
ある。Ａ１及びＡ２は、置換若しくは無置換の芳香族炭化水素基であることが好ましく、
無置換の芳香族炭化水素基であることがより好ましい。
【００８１】
　前記式（５）で表される炭酸ジエステルとしては、例えば、ジフェニルカーボネート、
ジトリルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチ
ルカーボネートおよびジ－ｔ－ブチルカーボネート等が挙げられる。これらの中でも、好
ましくはジフェニルカーボネートまたは置換ジフェニルカーボネートであり、特に好まし
くはジフェニルカーボネートである。
【００８２】
　なお、炭酸ジエステルは、塩化物イオン等の不純物を含む場合があり、これらの不純物
が重合反応を阻害したり、得られるポリカーボネート樹脂の色相を悪化させたりする場合
があるため、必要に応じて、蒸留等により精製したものを使用することが好ましい。
【００８３】
＜エステル交換反応触媒＞
　本発明のポリカーボネート樹脂は、通常、ジヒドロキシ化合物（１）を含むジヒドロキ
シ化合物と前記式（５）で表される炭酸ジエステルとをエステル交換反応させて製造され
る。より詳細には、ジヒドロキシ化合物（１）を含むジヒドロキシ化合物と前記式（５）
で表される炭酸ジエステルとをエステル交換反応により重縮合し、副生するモノヒドロキ
シ化合物等を系外に除去することによって得られる。この場合、通常、エステル交換反応
触媒存在下でエステル交換反応により重縮合を行う。
【００８４】
　本発明のポリカーボネート樹脂の製造時に使用し得るエステル交換反応触媒（以下、単
に「触媒」、「重合触媒」と言うことがある）は、特に透明性または色相に影響を与え得
る。
【００８５】
　用いられる触媒としては、製造されたポリカーボネート樹脂の耐光性、透明性、色相、
耐熱性、熱安定性、及び機械的強度のうち、とりわけて耐光性を満足させ得るものであれ
ば、限定されないが、例えば、長周期型周期表における１族又は２族（以下、単に「１族
」、「２族」と表記する。）の金属化合物、並びに塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合
物、塩基性アンモニウム化合物およびアミン系化合物等の塩基性化合物が挙げられる。好
ましくは１族金属化合物及び／又は２族金属化合物が使用される。
【００８６】
　１族金属化合物及び／又は２族金属化合物と共に、補助的に、塩基性ホウ素化合物、塩
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基性リン化合物、塩基性アンモニウム化合物またはアミン系化合物等の塩基性化合物を併
用することも可能であるが、１族金属化合物及び／又は２族金属化合物のみを使用するこ
とが特に好ましい。
【００８７】
　また、１族金属化合物及び／又は２族金属化合物の形態としては、通常、水酸化物、又
は炭酸塩、カルボン酸塩若しくはフェノール塩といった塩の形態で用いられるが、入手の
し易さまたは取扱いの容易さから、水酸化物、炭酸塩または酢酸塩が好ましく、色相また
は重合活性の観点からは酢酸塩が好ましい。
【００８８】
　１族金属化合物としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウ
ム、水酸化セシウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸水素リチウム、炭酸
水素セシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸リチウム、炭酸セシウム、酢酸ナト
リウム、酢酸カリウム、酢酸リチウム、酢酸セシウム、ステアリン酸ナトリウム、ステア
リン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、ステアリン酸セシウム、水素化ホウ素ナトリウ
ム、水素化ホウ素カリウム、水素化ホウ素リチウム、水素化ホウ素セシウム、フェニル化
ホウ素ナトリウム、フェニル化ホウ素カリウム、フェニル化ホウ素リチウム、フェニル化
ホウ素セシウム、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム、安息香酸リチウム、安息香酸
セシウム、リン酸水素２ナトリウム、リン酸水素２カリウム、リン酸水素２リチウム、リ
ン酸水素２セシウム、フェニルリン酸２ナトリウム、フェニルリン酸２カリウム、フェニ
ルリン酸２リチウム、フェニルリン酸２セシウム、ナトリウム、カリウム、リチウム、セ
シウムのアルコレート、フェノレート、ビスフェノールＡの２ナトリウム塩、２カリウム
塩、２リチウム塩および２セシウム塩等が挙げられ、中でもリチウム化合物が好ましい。
【００８９】
　２族金属化合物としては、例えば、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、水酸化マグネ
シウム、水酸化ストロンチウム、炭酸水素カルシウム、炭酸水素バリウム、炭酸水素マグ
ネシウム、炭酸水素ストロンチウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、炭酸マグネシウム
、炭酸ストロンチウム、酢酸カルシウム、酢酸バリウム、酢酸マグネシウム、酢酸ストロ
ンチウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸マグネシウム
およびステアリン酸ストロンチウム等が挙げられる。これらの中でもマグネシウム化合物
、カルシウム化合物またはバリウム化合物が好ましく、重合活性と得られるポリカーボネ
ート樹脂の色相の観点から、マグネシウム化合物及び／又はカルシウム化合物が更に好ま
しく、最も好ましくはカルシウム化合物である。
【００９０】
　塩基性ホウ素化合物としては、例えば、テトラメチルホウ素、テトラエチルホウ素、テ
トラプロピルホウ素、テトラブチルホウ素、トリメチルエチルホウ素、トリメチルベンジ
ルホウ素、トリメチルフェニルホウ素、トリエチルメチルホウ素、トリエチルベンジルホ
ウ素、トリエチルフェニルホウ素、トリブチルベンジルホウ素、トリブチルフェニルホウ
素、テトラフェニルホウ素、ベンジルトリフェニルホウ素、メチルトリフェニルホウ素お
よびブチルトリフェニルホウ素等のナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩、カルシウム
塩、バリウム塩、マグネシウム塩、並びにストロンチウム塩等が挙げられる。　
【００９１】
　塩基性リン化合物としては、例えば、トリエチルホスフィン、トリ－ｎ－プロピルホス
フィン、トリイソプロピルホスフィン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン、トリフェニルホス
フィン、トリブチルホスフィンおよび四級ホスホニウム塩等が挙げられる。　
【００９２】
　塩基性アンモニウム化合物としては、例えば、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド
、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、
テトラブチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、
トリメチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロ
キシド、トリエチルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウム



(14) JP 5970822 B2 2016.8.17

10

20

30

40

50

ヒドロキシド、トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアン
モニウムヒドロキシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニル
アンモニウムヒドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルト
リフェニルアンモニウムヒドロキシドおよびブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシ
ド等が挙げられる。　
【００９３】
　アミン系化合物としては、例えば、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ
－ジメチル－４－アミノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジ
ン、２－メトキシピリジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、
２－メトキシイミダゾール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイ
ミダゾールおよびアミノキノリン等が挙げられる。　
【００９４】
　上記の中でも、リチウム化合物及び長周期型周期表第２族の金属化合物からなる群より
選ばれる少なくとも１種の金属化合物を触媒として用いるのが、得られるポリカーボネー
ト樹脂の透明性、色相または耐光性等の種々の物性を優れたものとするために好ましい。
【００９５】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂の透明性、色相または耐光性を特に優れたものと
するために、触媒が、マグネシウム化合物及びカルシウム化合物からなる群より選ばれる
少なくとも１種の金属化合物であるのが好ましい。
【００９６】
　上記重合触媒の使用量は、重合に使用した全ジヒドロキシ化合物１ｍｏｌ当たり０．１
μｍｏｌ～３００μｍｏｌであることが好ましく、更に好ましくは０．５μｍｏｌ～１０
０μｍｏｌである。中でもリチウム及び長周期型周期表における２族からなる群より選ば
れた少なくとも１種の金属を含む化合物を用いる場合、特にはマグネシウム化合物及び／
又はカルシウム化合物を用いる場合は、金属量として、前記全ジヒドロキシ化合物１ｍｏ
ｌ当たり、好ましくは０．１μｍｏｌ以上、更に好ましくは０．５μｍｏｌ以上、特に好
ましくは０．７μｍｏｌ以上とする。また上限としては、好ましくは２０μｍｏｌ、更に
好ましくは１０μｍｏｌ、特に好ましくは３μｍｏｌ、最も好ましくは２．０μｍｏｌで
ある。
【００９７】
　重合触媒の使用量が少なすぎると、重合速度が遅くなるため結果的に所望の分子量のポ
リカーボネート樹脂を得ようとすると、重合温度を高くせざるを得なくなり、得られたポ
リカーボネート樹脂の色相または耐光性が悪化したり、未反応の原料が重合途中で揮発し
てジヒドロキシ化合物（１）を含むジヒドロキシ化合物と前記式（５）で表される炭酸ジ
エステルのｍｏｌ比率が崩れ、所望の分子量に到達しない可能性がある。一方、重合触媒
の使用量が多すぎると、得られるポリカーボネート樹脂の色相の悪化を招き、ポリカーボ
ネート樹脂の耐光性が悪化する可能性がある。
【００９８】
＜ポリカーボネート樹脂の製造方法＞
　本発明のポリカーボネート樹脂は、ジヒドロキシ化合物（１）を含むジヒドロキシ化合
物と前記式（５）の炭酸ジエステルとをエステル交換反応により重縮合させることによっ
て得られるが、原料であるジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルは、エステル交換反応前
に均一に混合することが好ましい。
【００９９】
　混合の温度は通常８０℃以上であることが好ましく、より好ましくは９０℃以上であり
、その上限は通常２５０℃以下であることが好ましく、より好ましくは２００℃以下、更
に好ましくは１５０℃以下である。中でも９５℃以上１２０℃以下が好ましい。混合の温
度が低すぎると溶解速度が遅かったり、溶解度が不足する可能性があり、しばしば固化等
の不具合を招く。混合の温度が高すぎるとジヒドロキシ化合物の熱劣化を招く場合があり
、結果的に得られるポリカーボネート樹脂の色相が悪化し、耐光性に悪影響を及ぼす可能
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性がある。
【０１００】
　また、ジヒドロキシ化合物（１）を含むジヒドロキシ化合物と前記式（５）で表される
炭酸ジエステルとを混合する操作は、酸素濃度が好ましくは１０体積％以下、より好まし
くは０．０００１体積％～１０体積％、更に好ましくは０．０００１体積％～５体積％、
特に好ましくは０．０００１体積％～１体積％の雰囲気下で行うことが、得られるポリカ
ーボネート樹脂の色相悪化防止の観点から好ましい。
【０１０１】
　前記式（５）で表される炭酸ジエステルは、反応に用いるジヒドロキシ化合物（１）を
含むジヒドロキシ化合物に対して、０．９０～１．２０のｍｏｌ比率で用いることが好ま
しく、さらに好ましくは０．９５～１．１０のｍｏｌ比率である。
【０１０２】
　このｍｏｌ比率が小さ過ぎると、製造されたポリカーボネート樹脂の末端水酸基が増加
して、ポリカーボネート樹脂の熱安定性が悪化し、成形時に着色を招いたり、エステル交
換反応の速度が低下したり、所望する高分子量体が得られない可能性がある。
　また、このｍｏｌ比率が大き過ぎると、エステル交換反応の速度が低下したり、所望と
する分子量のポリカーボネート樹脂の製造が困難となる場合がある。エステル交換反応速
度の低下は、重合反応時の熱履歴を増大させ、結果的に得られたポリカーボネート樹脂の
色相または耐光性を悪化させる可能性がある。
【０１０３】
　更には、ジヒドロキシ化合物（１）を含むジヒドロキシ化合物に対する、前記式（５）
で表される炭酸ジエステルのｍｏｌ比率が増大すると、得られるポリカーボネート樹脂中
の残存炭酸ジエステル量が増加し、これらが紫外線を吸収してポリカーボネート樹脂の耐
光性が悪くなる傾向にある。
【０１０４】
　本発明のポリカーボネート樹脂に残存する炭酸ジエステルの濃度は、好ましくは２００
重量ｐｐｍ以下、更に好ましくは１００重量ｐｐｍ以下、特に好ましくは６０重量ｐｐｍ
以下、中でも３０重量ｐｐｍ以下が好適である。ただし、現実的にポリカーボネート樹脂
は未反応の炭酸ジエステルを含むことがあり、ポリカーボネート樹脂中の未反応の炭酸ジ
エステル濃度の下限値は通常１重量ｐｐｍである。
【０１０５】
　本発明において、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとを重縮合させる方法は、上述
の触媒存在下、通常、複数の反応器を用いて多段階で実施される。反応の形式は、バッチ
式若しくは連続式、またはバッチ式と連続と式の組み合わせのいずれの方法でもよい。　
【０１０６】
　重合条件としては、重合初期においては、相対的に低温および低真空でプレポリマーを
得、重合後期においては相対的に高温および高真空で所定の値まで分子量を上昇させるこ
とが好ましいが、各分子量段階でのジャケット温度と内温、反応系内の圧力を適切に選択
することが、得られるポリカーボネート樹脂の色相または耐光性の観点から重要である。
例えば、重合反応が所定の値に到達する前に温度、圧力のどちらか一方でも早く変化させ
すぎると、未反応のモノマーが留出し、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルのｍｏｌ比
を狂わせ、重合速度の低下を招いたりすることがある。
【０１０７】
　更には、留出するモノマーの量を抑制するために、重合反応器に還流冷却器を用いるこ
とは有効であり、特に未反応モノマー成分が多い重合初期の反応器でその効果は大きい。
還流冷却器に導入される冷媒の温度は使用するモノマーに応じて適宜選択することができ
るが、通常、還流冷却器に導入される冷媒の温度は該還流冷却器の入口において４５℃～
１８０℃であることが好ましく、より好ましくは８０℃～１５０℃、特に好ましくは１０
０℃～１３０℃である。還流冷却器に導入される冷媒の温度が高すぎると還流量が減り、
その効果が低下し、低すぎると、本来留去すべきモノヒドロキシ化合物の留去効率が低下
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する傾向にある。冷媒としては、例えば、温水、蒸気および熱媒オイル等が挙げられ、蒸
気または熱媒オイルが好ましい。
【０１０８】
　重合速度を適切に維持し、モノマーの留出を抑制しながら、最終的に得られるポリカー
ボネート樹脂の色相、熱安定性または耐光性等を損なわないようにするためには、前述の
触媒の種類および量の選定が重要である。
【０１０９】
　本発明のポリカーボネート樹脂は、触媒を用いて、複数の反応器を用いて多段階で重合
させて製造することが好ましい。これは、重合を複数の反応器で実施する理由は、重合反
応初期においては、反応液中に含まれるモノマーが多いために、必要な重合速度を維持し
つつ、モノマーの揮散を抑制してやることが重要であるためである。また、重合反応後期
においては、平衡を重合側にシフトさせるために、副生するモノヒドロキシ化合物を十分
留去させることが重要になるためである。このように、異なった重合反応条件を設定する
には、直列に配置された複数の重合反応器を用いることが、生産効率の観点から好ましい
。
【０１１０】
　本発明のポリカーボネート樹脂の製造に好適に使用される反応器は、上述の通り、少な
くとも２つ以上であることが好ましく、生産効率等の観点からは、より好ましくは３つ以
上、更に好ましくは３～５つ、特に好ましくは４つである。本発明において、反応器が２
つ以上であれば、その反応器中で、更に条件の異なる反応段階を複数持たせる、連続的に
温度・圧力を変えていく等してもよい。
【０１１１】
　本発明において、重合触媒は原料調製槽または原料貯槽に添加することもできるし、重
合槽に直接添加することもできるが、供給の安定性、重合の制御の観点からは、重合槽に
供給される前の原料ラインの途中に触媒供給ラインを設置し、好ましくは水溶液で供給す
る。
【０１１２】
　重合反応の温度は、低すぎると生産性の低下または製品への熱履歴の増大を招き、高す
ぎるとモノマーの揮散を招くだけでなく、得られるポリカーボネート樹脂の分解または着
色を助長する可能性がある。
【０１１３】
　重合反応は、具体的には、例えば、第１段目の反応は、重合反応器の内温の最高温度と
して、好ましくは１４０～２７０℃、より好ましくは１８０～２４０℃、更に好ましくは
２００～２３０℃、圧力は絶対圧力として、好ましくは１１０～１０ｋＰａ、より好まし
くは７０～５ｋＰａ、更に好ましくは３０～１ｋＰａ、反応時間は好ましくは０．１～１
０時間、より好ましくは０．５～３時間で、発生するモノヒドロキシ化合物を反応系外へ
留去しながら実施する。
【０１１４】
　第２段目以降の反応は、反応系の圧力を第１段目の圧力から徐々に下げ、引き続き発生
するモノヒドロキシ化合物を反応系外へ除きながら、最終的には反応系の圧力（絶対圧力
）を好ましくは２００Ｐａ以下にして、重合反応器の内温の最高温度を好ましくは２１０
℃～２７０℃、より好ましくは２２０℃～２５０℃で、通常好ましくは０．１時間～１０
時間、より好ましくは１時間～６時間、特に好ましくは０．５時間～３時間行う。
【０１１５】
　特に、得られるポリカーボネート樹脂の着色または熱劣化を抑制し、色相または耐光性
の良好なポリカーボネート樹脂を得るには、全反応段階における内温の最高温度が２５０
℃未満であることが好ましく、特に２２５℃～２４５℃であることがより好ましい。また
、重合反応後半の重合速度の低下を抑止し、熱履歴による劣化を最小限に抑えるためには
、重合の最終段階でプラグフロー性および界面更新性に優れた横型反応器を使用すること
が好ましい。
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【０１１６】
　得られるポリカーボネート樹脂の高分子量化を図るために、重合温度を高く、重合時間
を長くし過ぎると、透明性または色相が悪くなる傾向にある。
【０１１７】
　副生したモノヒドロキシ化合物は、資源有効活用の観点から、必要に応じ精製を行った
後、炭酸ジフェニルまたはビスフェノールＡ等の原料として再利用することが好ましい。
【０１１８】
　なお、前記式（５）で表される炭酸ジエステルとして、ジフェニルカーボネートまたは
ジトリルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネートを用いてポリカーボネート樹脂を
製造する場合は、フェノールまたは置換フェノールが副生し、ポリカーボネート樹脂中に
残存することは避けられないが、フェノールまたは置換フェノールも芳香環を有すること
から紫外線を吸収し、耐光性の悪化要因になる場合があるだけでなく、成形時の臭気の原
因となる場合がある。
【０１１９】
　ポリカーボネート樹脂中には、通常のバッチ反応後は１０００重量ｐｐｍ以上の副生フ
ェノール等の芳香環を有する芳香族モノヒドロキシ化合物が含まれているが、耐光性また
は臭気低減の観点からは、脱揮性能に優れた横型反応器または真空ベント付の押出機を用
いて、ポリカーボネート樹脂中の芳香族モノヒドロキシ化合物の含有量を好ましくは７０
０重量ｐｐｍ以下、更に好ましくは５００重量ｐｐｍ以下、特には３００重量ｐｐｍ以下
にすることが好ましい。
【０１２０】
　ただし、工業的に完全に芳香族モノヒドロキシ化合物を除去することは困難であり、ポ
リカーボネート樹脂中の芳香族モノヒドロキシ化合物の含有量の下限は通常１重量ｐｐｍ
である。尚、これら芳香族モノヒドロキシ化合物は、用いる原料により、当然置換基を有
していてもよく、例えば、炭素数が５以下であるアルキル基等を有していてもよい。
【０１２１】
　また、１族金属、中でもリチウム、ナトリウム、カリウムまたはセシウム、特にはナト
リウム、カリウムまたはセシウムは、使用する触媒からのみではなく、原料または反応装
置から混入する場合があるが、これらの金属がポリカーボネート樹脂中に多く含まれると
色相に悪影響を及ぼす可能性があるため、本発明のポリカーボネート樹脂中のこれらの化
合物の合計量は、少ない方が好ましく、ポリカーボネート樹脂中の金属量として、通常１
重量ｐｐｍ以下であることが好ましく、より好ましくは０．８重量ｐｐｍ以下、更に好ま
しくは０．７重量ｐｐｍ以下である。
【０１２２】
　ポリカーボネート樹脂中の金属量は、従来公知の種々の方法により測定可能である。例
えば、湿式灰化等の方法でポリカーボネート樹脂中の金属を回収した後、原子発光、原子
吸光またはＩｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ（ＩＣＰ）等の方法
を使用して測定することが出来る。
【０１２３】
　本発明のポリカーボネート樹脂は、上述の通り重縮合後、通常、冷却固化させ、回転式
カッター等でペレット化される。ペレット化の方法は限定されるものではないが、例えば
、最終重合反応器から溶融状態で抜き出し、ストランドの形態で冷却固化させてペレット
化させる方法、最終重合反応器から溶融状態で一軸又は二軸の押出機に樹脂を供給し、溶
融押出しした後、冷却固化させてペレット化させる方法、および最終重合反応器から溶融
状態で抜き出し、ストランドの形態で冷却固化させて一旦ペレット化させた後に、再度一
軸又は二軸の押出機に樹脂を供給し、溶融押出しした後、冷却固化させてペレット化させ
る方法等が挙げられる。
【０１２４】
　その際、押出機中で、残存モノマーを減圧脱揮することが出来、また通常知られている
、熱安定剤、中和剤、紫外線吸収剤、離型剤、着色剤、帯電防止剤、滑剤、潤滑剤、可塑
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【０１２５】
　押出機中の、溶融混練温度は、ポリカーボネート樹脂のガラス転移温度または分子量に
依存するが、通常好ましくは１５０℃～３００℃、より好ましくは２００℃～２７０℃、
更に好ましくは２３０℃～２６０℃である。溶融混練温度を１５０℃以上とすることによ
り、ポリカーボネート樹脂の溶融粘度を抑え、押出機への負荷を低減させて、生産性を向
上する。３００℃以下とすることにより、ポリカーボネート樹脂の熱劣化を防ぎ、分子量
の低下による機械的強度の低下若しくは着色、またはガスの発生を抑制することができる
。
【０１２６】
　本発明のポリカーボネート樹脂を製造する際には、異物の混入を防止するため、フィル
ターを設置することが好ましい。フィルターの設置位置は押出機の下流側が好ましく、フ
ィルターの異物除去の大きさ（目開き）は、９９％除去の濾過精度として１００μｍ以下
が好ましい。特に、フィルム用途等で微少な異物の混入を嫌う場合は、濾過精度４０μｍ
以下が好ましく、さらには１０μｍ以下が好ましい。　
【０１２７】
　本発明のポリカーボネート樹脂の押出は、押出後の異物混入を防止するために、好まし
くはＪＩＳＢ　９９２０（２００２年）に定義されるクラス７、更に好ましくはクラス６
より清浄度の高いクリーンルーム中で実施することが好ましい。　
【０１２８】
　また、押出されたポリカーボネート樹脂を冷却しチップ化する際は、空冷または水冷等
の冷却方法を使用するのが好ましい。空冷の際に使用する空気は、ヘパフィルター等で空
気中の異物を事前に取り除いた空気を使用し、空気中の異物の再付着を防ぐことが好まし
い。水冷を使用する際は、イオン交換樹脂等で水中の金属分を取り除き、さらにフィルタ
ーにて、水中の異物を取り除いた水を使用することが好ましい。用いるフィルターの目開
きは、９９％除去の濾過精度として１０μｍ～０．４５μｍであることが好ましい。　
【０１２９】
＜ポリカーボネート樹脂の物性＞
　本発明のポリカーボネート樹脂の分子量は、還元粘度で表すことができ、本発明のポリ
カーボネート樹脂の還元粘度は、通常０．３０ｄＬ／ｇ以上であることが好ましく、０．
３５ｄＬ／ｇ以上がより好ましく、通常１．２０ｄＬ／ｇ以下であることが好ましく、１
．００ｄＬ／ｇ以下がより好ましく、０．８０ｄＬ／ｇ以下が更に好ましい。
【０１３０】
　ポリカーボネート樹脂の還元粘度が低すぎると得られる成形品の機械的強度が小さい可
能性があり、大きすぎると、本発明のポリカーボネート樹脂組成物を成形する際の流動性
が低下し、生産性または成形性を低下させる傾向がある。
【０１３１】
　尚、ポリカーボネート樹脂の還元粘度は、溶媒として塩化メチレンを用い、ポリカーボ
ネート樹脂濃度を０．６ｇ／ｄＬに精密に調製し、温度２０．０℃±０．１℃でウベロー
デ粘度管を用いて測定する。
【０１３２】
　更に本発明のポリカーボネート樹脂中の下記式（６）で表される末端基の濃度の下限量
は、通常２０μｅｑ／ｇであることが好ましく、より好ましくは４０μｅｑ／ｇ、特に好
ましくは５０μｅｑ／ｇであり、上限は通常１６０μｅｑ／ｇであることが好ましく、よ
り好ましくは１４０μｅｑ／ｇ、特に好ましくは１００μｅｑ／ｇである。
【０１３３】
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【化７】

【０１３４】
　ポリカーボネート樹脂中の上記式（６）で表される末端基の濃度が高すぎると、重合直
後または成形時の色相が良好であっても、紫外線曝露後の色相の悪化を招く可能性があり
、逆に低すぎると熱安定性が低下する恐れがある。
【０１３５】
　上記式（６）で表される末端基の濃度を制御するには、原料であるジヒドロキシ化合物
（１）を含むジヒドロキシ化合物と前記式（５）で表される炭酸ジエステルのｍｏｌ比率
を制御する他、エステル交換反応時の触媒の種類若しくは量、重合圧力または重合温度を
制御する方法等が挙げられる。
【０１３６】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂中の芳香環に結合した水素のｍｏｌ数を「Ｘ」、
芳香環以外に結合したＨのｍｏｌ数を「Ｙ」とした場合、芳香環に結合した水素のｍｏｌ
数の全水素のｍｏｌ数に対する比率は、Ｘ／（Ｘ＋Ｙ）で表されるが、耐光性には上述の
ように、紫外線吸収能を有する芳香族環が影響を及ぼす可能性があるため、本発明のポリ
カーボネート樹脂のＸ／（Ｘ＋Ｙ）は０．１以下であることが好ましく、より好ましくは
０．０５以下、更に好ましくは０．０２以下、特に好ましくは０．０１以下である。ポリ
カーボネート樹脂のＸ／（Ｘ＋Ｙ）は、１Ｈ－ＮＭＲで定量することができる。
【０１３７】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂のガラス転移温度は７５℃以上、１４５℃未満で
あることが好ましく、８０℃以上、１４０℃以下であることがより好ましく、８５℃以上
、１３５℃以下であることがさらに好ましい。ガラス転移温度がかかる範囲内のポリカー
ボネート樹脂を用いることで、優れた耐熱性を有する成形品を提供することができる。
【０１３８】
［エラストマー］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、上述した本発明のポリカーボネート樹脂と、
コア・シェル構造からなるエラストマーであり、前記エラストマーのコア層が（メタ）ア
クリル酸アルキル及び（メタ）アクリル酸からなる群より選ばれる少なくとも１つである
ものとを含有することを特徴とする。なお、本明細書において、「コア・シェル構造から
なるエラストマー」とは最内層（コア層）とそれを覆う１以上の層（シェル層）から構成
され、コア層に対してグラフト共重合可能な単量体成分をシェル層としてグラフト共重合
したコア・シェル型グラフト共重合体である。ここで、「（メタ）アクリル酸アルキル」
及び「（メタ）アクリル酸」における「（メタ）アクリル」とは「アクリル」と「メタク
リル」とを総称するものである。
【０１３９】
　本発明で用いるコア・シェル構造からなるエラストマーは、通常、ゴム成分と呼ばれる
重合体成分をコア層とし、これと共重合可能な単量体成分をシェル層としてグラフト共重
合したコア・シェル型グラフト共重合体が好ましい。
【０１４０】
　このコア・シェル型グラフト共重合体の製造方法としては、塊状重合、溶液重合、懸濁
重合、乳化重合などのいずれの製造方法であってもよく、共重合の方式は一段グラフトで
も多段グラフトであってもよい。但し、本発明においては通常、市販で入手可能なコア・
シェル型エラストマーをそのまま使用することができる。市販で入手可能なコア・シェル
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型エラストマーは後に例示する。
【０１４１】
　コア層を形成する重合体成分は、ガラス転移温度が通常０℃以下であることが好ましく
、－２０℃以下であることがより好ましく、－３０℃以下であることが更に好ましい。コ
ア層を形成する重合体成分の具体例としては、（メタ）アクリル酸ブチル重合体、（メタ
）アクリル酸２－エチルヘキシル重合体および（メタ）アクリル酸ブチル－（メタ）アク
リル酸２－エチルヘキシル共重合体などのポリアルキルアクリレート、などを挙げること
ができる。これらは、単独でも２種以上を混合して使用してもよい。これらの中でも、機
械的特性または表面外観の面から、アクリル酸アルキル重合体が好ましい。
【０１４２】
　なお、例えば、コア層がシリコン・アクリル複合体であるもののように、重合体成分と
して珪素原子、硫黄原子または窒素原子などを含有する場合には、耐候性または遮光性を
劣化させることがあるため本発明のコア層を形成する重合体成分には含めることはできな
い。
【０１４３】
　シェル層を構成する、コア層のゴム成分とグラフト共重合可能な単量体成分の具体例と
しては、芳香族ビニル化合物、シアン化ビニル化合物、（メタ）アクリル酸エステル化合
物、（メタ）アクリル酸化合物、グリシジル（メタ）アクリル酸アルキル等のエポキシ基
含有（メタ）アクリル酸エステル化合物；マレイミド、Ｎ－メチルマレイミドおよびＮ－
フェニルマレイミド等のマレイミド化合物；マレイン酸、フタル酸およびイタコン酸等の
α，β－不飽和カルボン酸化合物並びにそれらの無水物（例えば無水マレイン酸等）など
が挙げられる。
【０１４４】
　前記単量体成分は１種を単独で用いても２種以上を併用してもよい。これらの中でも、
機械的特性または表面外観の面から、芳香族ビニル化合物、シアン化ビニル化合物、（メ
タ）アクリル酸エステル化合物または（メタ）アクリル酸化合物が好ましく、より好まし
くは（メタ）アクリル酸エステル化合物である。
【０１４５】
　（メタ）アクリル酸エステル化合物の具体例としては、（メタ）アクリル酸メチル、（
メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシ
ルおよび（メタ）アクリル酸オクチル等が挙げられる。これらの中でも比較的入手しやす
い（メタ）アクリル酸メチルまたは（メタ）アクリル酸エチルが好ましく、（メタ）アク
リル酸メチルがより好ましい。ここで、「（メタ）アクリル」とはコア層と同様、「アク
リル」と「メタクリル」とを総称するものである。
【０１４６】
　本発明で用いるコア・シェル構造からなるエラストマーは、なかでも（メタ）アクリル
酸アルキル重合体及び／又は（メタ）アクリル酸重合体をコア層とし、その周囲に（メタ
）アクリル酸エステルを共重合して形成されたシェル層からなる、コア・シェル型グラフ
ト共重合体が特に好ましい。上記コア・シェル型グラフト共重合体において、ゴム成分を
４０重量％以上含有するものが好ましく、６０重量％以上含有するものがさらに好ましい
。また、（メタ）アクリル酸エステル成分は、１０重量％以上含有するものが好ましい。
【０１４７】
　これらコア・シェル型グラフト共重合体の好ましい具体例としては、（メタ）アクリル
酸アルキル－（メタ）アクリル酸アルキル共合体、（メタ）アクリル酸アルキル－アクリ
ロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体、（メタ）アクリル酸アルキル－アクリルゴ
ム共重合体、（メタ）アクリル酸アルキル－アクリルゴム－スチレン共重合体、（メタ）
アクリル酸アルキル－アクリル・ブタジエンゴム共重合体または（メタ）アクリル酸アル
キル－アクリル・ブタジエンゴム－スチレン共重合体等が挙げられる。なお、ここで例示
したコア・シェル型グラフト共重合体において、コア層の「（メタ）アクリル酸アルキル
」は（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル
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または（メタ）アクリル酸ヘキシル等のアクリル酸に炭素数１～１０のアルキル基が置換
したものが特に好ましい。
【０１４８】
　このようなコア・シェル型グラフト共重合体としては、例えば、三菱レイヨン社製の「
メタブレン（登録商標）Ｗ－４５０Ａ」等が挙げられる。
【０１４９】
　これらのコア・シェル型グラフト共重合体等のコア・シェル構造からなるエラストマー
は１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【０１５０】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物では、本発明のポリカーボネート樹脂１００重量
部に対して、上述のようなコア・シェル構造からなるエラストマーを０．０５～５０重量
部含むことが好ましく、０．１重量部以上含むことがより好ましく、０．５重量部以上含
むことが更に好ましく、一方、４０重量部以下であることがより好ましく、３０重量部以
下であることが更に好ましく、２５重量部以下であることが特に好ましい。
【０１５１】
　コア・シェル構造からなるエラストマーの配合量が前記上限値以下であると、成形品の
外観または耐熱性の観点で好ましく、一方、配合量が前記下限値以上であると、耐面衝撃
性、耐衝撃性の改良効果が向上しやすいために好ましい。
【０１５２】
［酸化防止剤］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は更に酸化防止剤を含有することが好ましい。酸
化防止剤を用いる場合には、ポリカーボネート樹脂１００重量部に対し、通常０．０００
１重量部以上１重量部以下であり、好ましくは０．００１重量部以上、より好ましくは０
．０１重量部以上であり、また、通常１重量部以下であることが好ましく、より好ましく
は０．５重量部以下、更に好ましくは０．３重量部以下である。
【０１５３】
　酸化防止剤の含有量がポリカーボネート樹脂組成物全体に対し、上記下限以上であると
成形時の着色抑制効果が良好となる傾向がある。また、酸化防止剤の含有量をポリカーボ
ネート樹脂組成物全体に対し、前記上限以下とすることにより射出成形時における金型へ
の付着物が多くなるのを防ぐとともに、押出成形によりフィルムを成形する際にロールへ
の付着物が多くなるのを防ぎ、製品の表面外観が損なわれるのを防ぐことができる。
【０１５４】
　酸化防止剤としては、フェノール系酸化防止剤、ホスファイト系酸化防止剤及びイオウ
系酸化防止剤からなる群より選ばれた少なくとも１種であることが好ましく、フェノール
系酸化防止剤及び／又はホスファイト系酸化防止剤が更に好ましい。
【０１５５】
　フェノール系酸化防止剤としては、例えば、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メ
ルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピ
オネート）、グリセロール－３－ステアリルチオプロピオネート、トリエチレングリコー
ル－ビス［３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピ
オネート］、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、ペンタエリスリトール－テトラキス［３－
（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、オクタ
デシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネー
ト、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、Ｎ，Ｎ－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒドロシンナマイド）、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－ヒドロキシ－ベンジルホスホネート－ジエチルエステル、トリス（３，５－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、４，４’－ビフェニレンジホ
スフィン酸テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）および３，９－ビス｛
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１，１－ジメチル－２－［β－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフ
ェニル）プロピオニルオキシ］エチル｝－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ（５，
５）ウンデカンなどの化合物が挙げられる。
【０１５６】
　これらの化合物の中でも、炭素数５以上のアルキル基によって１つ以上置換された芳香
族モノヒドロキシ化合物が好ましく、具体的には、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、ペンタエリスリトール－テ
トラキス｛３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート｝
、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロピオネート］または１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼンなどが好ましく、ペ
ンタエリスリトール－テトラキス｛３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）プロピオネートが更に好ましい。
【０１５７】
　ホスファイト系酸化防止剤としては、例えば、トリフェニルホスファイト、トリス（ノ
ニルフェニル）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスフ
ァイト、トリデシルホスファイト、トリオクチルホスファイト、トリオクタデシルホスフ
ァイト、ジデシルモノフェニルホスファイト、ジオクチルモノフェニルホスファイト、ジ
イソプロピルモノフェニルホスファイト、モノブチルジフェニルホスファイト、モノデシ
ルジフェニルホスファイト、モノオクチルジフェニルホスファイト、ビス（２，６－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、２，２
－メチレンビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）オクチルホスファイト、ビス
（ノニルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトおよびジステアリルペンタエリ
スリトールジホスファイトなどが挙げられる。
【０１５８】
　これらの中でも、トリスノニルフェニルホスファイト、トリメチルホスフェート、トリ
ス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトまたはビス（２，６－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトが好ましく
、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイトが更に好ましい。
【０１５９】
　イオウ系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオン酸エ
ステル、ジトリデシル－３，３’－チオジプロピオン酸エステル、ジミリスチル－３，３
’－チオジプロピオン酸エステル、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオン酸エステ
ル、ラウリルステアリル－３，３’－チオジプロピオン酸エステル、ペンタエリスリトー
ルテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）、ビス［２－メチル－４－（３－ラウ
リルチオプロピオニルオキシ）－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル］スルフィド、オクタデ
シルジスルフィド、メルカプトベンズイミダゾール、２－メルカプト－６－メチルベンズ
イミダゾールおよび１，１’－チオビス（２－ナフトール）などが挙げられる。上記のう
ち、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）が好ましい。
【０１６０】
［離型剤］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、離型剤を含むことが好ましい。離型剤として
は、特に限定されないが、例えば、高級脂肪酸およびステアリン酸エステルなどが挙げら
れ、離型性および透明性の観点から離型剤としてより好ましいのはステアリン酸エステル
である。
【０１６１】
　ステアリン酸エステルとしては、置換又は無置換の炭素数１～炭素数２０の一価又は多
価アルコールとステアリン酸との部分エステル又は全エステルが好ましい。かかる一価又
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は多価アルコールとステアリン酸との部分エステル又は全エステルとしては、エチレング
リコールジステアレート、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸ジグリセリド、ス
テアリン酸トリグリセリド、ステアリン酸モノソルビテート、ステアリン酸ステアリル、
ペンタエリスリトールモノステアレート、ペンタエリスリトールテトラステアレート、プ
ロピレングリコールモノステアレート、ステアリルステアレート、ブチルステアレート、
ソルビタンモノステアレートまたは２－エチルヘキシルステアレートなどがより好ましい
。なかでも、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸トリグリセリド、ペンタエリス
リトールテトラステアレートまたはステアリルステアレートが更に好ましく、エチレング
リコールジステアレートまたはステアリン酸モノグリセリドが特に好ましい。
【０１６２】
　高級脂肪酸としては、置換又は無置換の炭素数１０～炭素数３０の飽和脂肪酸が好まし
い。炭素数１０～炭素数３０の飽和脂肪酸がより好ましく、このような高級脂肪酸として
ミリスチン酸、ラウリン酸、パルミチン酸、ステアリン酸およびベヘニン酸などが挙げら
れる。また、炭素数１６～１８の飽和脂肪酸が更に好ましい。このような飽和脂肪酸とし
ては、例えば、パルミチン酸およびステアリン酸などが挙げられるが、ステアリン酸が特
に好ましい。
【０１６３】
　これらの離型剤は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いてもよい。
【０１６４】
　離型剤を用いる場合には、その配合量はポリカーボネート樹脂１００重量部に対し、通
常０．００１重量部以上であることが好ましく、より好ましくは０．０１重量部以上、更
に好ましくは０．１重量部以上であり、また、通常２重量部以下であることが好ましく、
より好ましくは１重量部以下、更に好ましくは０．５重量部以下である。
【０１６５】
　離型剤の含有量が過度に多いと成形時に金型付着物が増える場合があり、大量に成形を
実施した場合には金型の整備に労力を要する可能性があり、また、得られる成形品に外観
不良をきたす可能性がある。ポリカーボネート樹脂組成物中の離型剤の含有量が上記下限
以上であると成形時、成形品が金型から離型しやすくなり、成形品が取得しやすいという
利点がある。
【０１６６】
［その他の樹脂］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、成形加工性または諸物性のさらなる向上・
調整を目的として、ポリカーボネート樹脂以外の樹脂（以下、単に「その他の樹脂」と称
することがある。）を使用することも出来る。その他の樹脂の具体例としては、ポリエス
テル系樹脂、ポリエーテル、ポリアミド、ポリオレフィン、並びに線状のランダム及びブ
ロック共重合体のようなゴム状改質剤などが挙げられる。尚、ここで言う「ゴム状改質剤
」とは本明細書で言うところの「エラストマー」は含まないものとする。
【０１６７】
　その他の樹脂を配合する場合、その配合量としては、本発明のポリカーボネート樹脂組
成物全体に対して、１重量％以上、３０重量％以下の割合で配合することが好ましく、３
重量％以上、２０重量％以下の割合で配合することがより好ましく、５重量％以上、１０
重量％以下の割合で配合することがさらに好ましい。
【０１６８】
［充填剤］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には本発明の目的を損なわない範囲で充填剤、酸
性化合物、紫外線吸収助剤、ブルーイング剤、熱安定剤、光安定剤または帯電防止剤など
を適宜配合することが可能である。ただし、以下に挙げる成分は使用可能なものの代表例
であり、本発明のポリカーボネート樹脂組成物に以下に挙げるもの以外の成分を配合する
ことを妨げるものではない。
【０１６９】
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　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には本発明の目的を損なわない範囲で充填剤を配
合することができる。本発明のポリカーボネート樹脂組成物に配合することのできる充填
剤としては、例えば、無機充填剤及び有機充填剤が挙げられる。
【０１７０】
　充填剤の配合量は、ポリカーボネート樹脂組成物全体に対し、０重量％以上１００重量
％以下であることが好ましい。充填剤の配合量は、より好ましくは５０重量％以下、更に
好ましくは４０重量％以下、特に好ましくは３５重量％以下である。充填剤を配合するこ
とによりポリカーボネート樹脂組成物の補強効果が得られるが、その配合量が過度に多い
と、得られる成形品の外観が悪くなる傾向がある。
【０１７１】
　無機充填剤としては、例えば、ガラス繊維、ガラスミルドファイバー、ガラスフレーク
、ガラスビーズ、シリカ、アルミナ、酸化チタン、硫酸カルシウム粉体、石膏、石膏ウィ
スカー、硫酸バリウム、タルク、マイカおよびワラストナイトなどの珪酸カルシウム；カ
ーボンブラック、グラファイト、鉄粉、銅粉、二硫化モリブデン、炭化ケイ素、炭化ケイ
素繊維、窒化ケイ素、窒化ケイ素繊維、黄銅繊維、ステンレス繊維およびチタン酸カリウ
ム繊維、並びにこれらのウィスカーなどが挙げられる。
【０１７２】
　これらの中でも、ガラスの繊維状充填剤、ガラスの粉状充填剤、ガラスのフレーク状充
填剤；各種ウィスカー、マイカまたはタルクが好ましい。より好ましくは、ガラス繊維、
ガラスフレーク、ガラスミルドファイバー、ワラストナイト、マイカまたはタルクであり
、特に好ましくはガラス繊維及び／又はタルクである。以上に挙げた無機充填剤は１種の
みで用いることもできるが、２種以上を組み合わせて用いることもできる。
【０１７３】
　ガラス繊維またはガラスミルドファイバーとしては、熱可塑性樹脂に使用されているも
のであればいずれも使用できるが、特に、無アルカリガラス（Ｅガラス）よりなるものが
好ましい。ガラス繊維の直径は、好ましくは６μｍ～２０μｍであり、より好ましくは９
μｍ～１４μｍである。ガラス繊維の直径が過度に小さいと補強効果が不充分となる傾向
がある。また、過度に大きいと、得られる成形品の外観に悪影響を与えやすい。
【０１７４】
　また、ガラス繊維としては、好ましくは、長さ１ｍｍ～６ｍｍにカットされたチョップ
ドストランド、長さ０．０１ｍｍ～０．５ｍｍに粉砕されて市販されているガラスミルド
ファイバーが挙げられる。これらは単独又は両者を混合して用いてもよい。
【０１７５】
　ガラス繊維は、ポリカーボネート樹脂との密着性を向上させるために、アミノシラン若
しくはエポキシシランなどのシランカップリング剤等による表面処理、または取扱い性を
向上させるために、アクリル系樹脂、ウレタン系樹脂等による集束処理を施して使用して
もよい。
【０１７６】
　ガラスビーズとしては、熱可塑性樹脂に使用されているものであればいずれも使用でき
る。中でも、無アルカリガラス（Ｅガラス）よりなるものが好ましい。ガラスビーズは、
粒径１０μｍ～５０μｍの球状のものが好ましい。
【０１７７】
　ガラスフレークとしては、鱗片状のガラスフレークが挙げられる。ポリカーボネート樹
脂組成物に配合後のガラスフレークの最大径は、一般的には１０００μｍ以下であること
が好ましく、より好ましくは１μｍ～５００μｍであり、且つアスペクト比（最大径と厚
みとの比）は通常５以上であることが好ましく、より好ましくは１０以上、さらに好まし
くは３０以上である。
【０１７８】
　有機充填剤としては、例えば、木粉、竹粉、ヤシ澱粉、クルク粉およびパルプ粉などの
粉末状有機充填剤；架橋ポリエステル、ポリスチレン、スチレン・アクリル共重合体およ
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び尿素樹脂などのバルン状並びに球状有機充填剤；炭素繊維、合成繊維および天然繊維な
どの繊維状有機充填剤が挙げられる。
【０１７９】
　炭素繊維としては、特に限定されず、例えば、アクリル繊維、石油若しくは炭素系特殊
ピッチ、セルロース繊維またはリグニン等を原料として焼成によって製造されたものであ
って、耐炎質、炭素質または黒鉛質などの種々のものが挙げられる。
【０１８０】
　炭素繊維のアスペクト比（繊維長／繊維径）の平均は、好ましくは１０以上であり、よ
り好ましくは５０以上である。アスペクト比の平均が過度に小さいと、ポリカーボネート
樹脂組成物の導電性、強度、剛性が低下する傾向がある。炭素繊維の径は３μｍ～１５μ
ｍであることが好ましく、該範囲のアスペクト比に調整するために、チョップドストラン
ド、ロービングストランドまたはミルドファイバーなどのいずれの形状も使用できる。炭
素繊維は、１種又は２種以上混合して用いることができる。
【０１８１】
　炭素繊維は、本発明のポリカーボネート樹脂組成物の特性を損なわない限りにおいて、
ポリカーボネート樹脂との親和性を増すために、例えば、エポキシ処理、ウレタン処理ま
たは酸化処理などの表面処理が施されてもよい。
【０１８２】
［酸性化合物又はその誘導体］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は更に酸性化合物又はその誘導体を含有していて
もよい。
【０１８３】
　酸性化合物又はその誘導体を使用する場合、酸性化合物又はその誘導体の配合量は、ポ
リカーボネート樹脂組成物全体に対し、０．００００１重量％以上０．１重量％以下であ
ることが好ましく、より好ましくは０．０００１重量％以上０．０１重量％以下、さらに
好ましくは０．０００２重量％以上０．００１重量％以下である。
【０１８４】
　酸性化合物又はその誘導体の配合量が前記下限以上であると、射出成形する際に、ポリ
カーボネート樹脂組成物の射出成形機内の滞留時間が長くなった場合における着色抑制の
点で好ましいが、酸性化合物又はその誘導体の配合量が多過ぎると、ポリカーボネート樹
脂組成物の耐加水分解性が低下する場合がある。
【０１８５】
　酸性化合物又はその誘導体としては、例えば、塩酸、硝酸、ホウ酸、硫酸、亜硫酸、リ
ン酸、亜リン酸、次亜リン酸、ポリリン酸、アジピン酸、アスコルビン酸、アスパラギン
酸、アゼライン酸、アデノシンリン酸、安息香酸、ギ酸、吉草酸、クエン酸、グリコール
酸、グルタミン酸、グルタル酸、ケイ皮酸、コハク酸、酢酸、酒石酸、シュウ酸、ｐ－ト
ルエンスルフィン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸、ニコチン酸、ピ
クリン酸、ピコリン酸、フタル酸、テレフタル酸、プロピオン酸、ベンゼンスルフィン酸
、ベンゼンスルホン酸、マロン酸およびマレイン酸などのブレンステッド酸並びにそのエ
ステル類が挙げられる。これらの酸性化合物又はその誘導体の中でも、スルホン酸類又は
そのエステル類が好ましく、中でも、ｐ－トルエンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸
メチルまたはｐ－トルエンスルホン酸ブチルが特に好ましい。
【０１８６】
　これらの酸性化合物又はその誘導体は、上述したポリカーボネート樹脂の重縮合反応に
おいて使用される塩基性エステル交換触媒を中和する化合物として、ポリカーボネート樹
脂組成物の製造工程において添加することができる。
【０１８７】
［紫外線吸収剤］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、紫外線
吸収剤を配合することができる。紫外線吸収剤の配合量は、紫外線吸収剤の種類に応じて
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適宜選択することが可能であるが、ポリカーボネート樹脂組成物全体に対して、紫外線吸
収剤を０重量％～５重量％配合することが好ましい。
【０１８８】
　ここで、紫外線吸収剤としては、紫外線吸収能を有する化合物であれば特に限定されな
い。紫外線吸収能を有する化合物としては、例えば、有機化合物および無機化合物が挙げ
られる。なかでも有機化合物はポリカーボネート樹脂との親和性を確保しやすく、均一に
分散しやすいので好ましい。
【０１８９】
　紫外線吸収能を有する有機化合物の分子量は特に限定されないが、通常２００以上であ
ることが好ましく、より好ましくは２５０以上である。また。通常６００以下であること
が好ましく、より好ましくは４５０以下、更に好ましくは４００以下である。分子量が過
度に小さいと、長期間使用での耐紫外線性能の低下を引き起こす可能性がある。分子量が
過度に大きいと、長期間使用での樹脂組成物の透明性低下を引き起こす可能性がある。
【０１９０】
　好ましい紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾトリアゾール系化合物、ベンゾフェノ
ン系化合物、トリアジン系化合物、ベンゾエート系化合物、サリチル酸フェニルエステル
系化合物、シアノアクリレート系化合物、マロン酸エステル系化合物およびシュウ酸アニ
リド系化合物などが挙げられる。なかでも、ベンゾトリアゾール系化合物、ヒドロキシベ
ンゾフェノン系化合物またはマロン酸エステル系化合物が好ましい。これらは、単独で用
いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【０１９１】
　ベンゾトリアゾール系化合物のより具体的な例としては、２－（２’－ヒドロキシ－３
’－メチル－５’－ヘキシルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－
３’－ｔ－ブチル－５’－ヘキシルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロ
キシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロ
キシ－３’－メチル－５’－ｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－
ヒドロキシ－５’－ｔ－ドデシルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキ
シ－３’－メチル－５’－ｔ－ドデシルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒ
ドロキシ－５’－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾールおよびメチル－３－（３－（
２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロピオネートなどが挙げられる。
【０１９２】
　ベンゾフェノン系化合物としては、例えば、２，２’－ジヒドロキシベンゾフェノン、
２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノンおよび２－ヒドロキシ－４－オク
トキシベンゾフェノンなどのヒドロキシベンゾフェノン系化合物などが挙げられる。
【０１９３】
　マロン酸エステル系化合物としては、例えば、２－（１－アリールアルキリデン）マロ
ン酸エステル類およびテトラエチル－２，２’－（１，４－フェニレン－ジメチリデン）
－ビスマロネートなどが挙げられる。
【０１９４】
　トリアジン系化合物としては、例えば、２－［４－［（２－ヒドロキシ－３－ドデシル
オキシプロピル）オキシ］－２－ヒドロキシフェニル］－４，６－ビス（２，４－ジメチ
ルフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－
６－（２－ヒドロキシ－４－イソオクチルオキシフェニル）－ｓ－トリアジンおよび２－
（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－［（ヘキシル）オキ
シ］－フェノール（チバガイギー社製、Ｔｉｎｕｖｉｎ１５７７ＦＦ）などが挙げられる
。尚、難燃剤として先に挙げたトリアジン系化合物は、本明細書においては紫外線吸収剤
とはみなさず、難燃剤に分類するものとする。
【０１９５】
　シアノアクリレート系化合物としては、例えば、エチル－２－シアノ－３，３－ジフェ
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ニルアクリレートおよび２’－エチルヘキシル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリ
レートなどが挙げられる。
【０１９６】
　シュウ酸アニリド系化合物としては、例えば、２－エチル－２’－エトキシ－オキサル
アニリド（Ｃｌａｒｉａｎｔ社製、ＳａｎｄｕｖｏｒＶＳＵ）などが挙げられる。
【０１９７】
［ブルーイング剤］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、ポリカーボネート樹脂または紫外線吸収剤
に起因する成形品の黄色味を打ち消すためにブルーイング剤を配合することができる。ブ
ルーイング剤としては、従来、ポリカーボネート樹脂に使用されるものであれば、特に支
障なく使用することができる。一般的にはアンスラキノン系染料が入手容易であり好まし
い。
【０１９８】
　具体的なブルーイング剤としては、例えば、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ１３
［ＣＡ．Ｎｏ（カラーインデックスＮｏ）６０７２５］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏ
ｌｅｔ３１［ＣＡ．Ｎｏ　６８２１０］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３３［Ｃ
Ａ．Ｎｏ　６０７２５］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ９４［ＣＡ．Ｎｏ　６１５０
０］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３６［ＣＡ．Ｎｏ　６８２１０］、一般名Ｓ
ｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ９７［バイエル社製「マクロレックスバイオレットＲＲ」］およ
び一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ４５［ＣＡ．Ｎｏ６１１１０］などが代表例として挙
げられる。これらのブルーイング剤は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用して
もよい。
【０１９９】
　これらブルーイング剤は、通常、ポリカーボネート樹脂組成物全体に対して、０．１×
１０－５～２×１０－４重量％の割合で配合することが好ましい。
【０２００】
［光安定剤］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物及びポリカーボネート樹脂成形品の耐光性をさら
に向上する目的で、本発明のポリカーボネート樹脂組成物に光安定剤を配合することがで
きる。
【０２０１】
　かかる光安定剤としては、例えば、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリ
ジル）セバケート、ビス－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバ
ケート、ポリ［｛６－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）アミノ－１，３，５－ト
リアジン－２，４－ジイル｝｛（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミ
ノ｝ヘキサメチレン｛（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝］、
Ｎ，Ｎ’－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジアミン－２，４－ビス［Ｎ－ブチル－
Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジルアミノ）－６－クロロ－１，
３，５－トリアジン縮合物、ジブチルアミン・１，３，５－トリアジン・Ｎ，Ｎ’－ビス
（２，２，６，６）－テトラメチル－４－ピペリジル－１、６－ヘキサメチレンジアミン
およびＮ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ブチルアミンの重縮合物
などが挙げられる。なかでもビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セ
バケートまたはビス－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケー
トが好ましい。
【０２０２】
　このような光安定剤を用いる場合、光安定剤は、本発明のポリカーボネート樹脂組成物
全体に対して、０重量％以上、２重量％以下の割合で配合することが好ましく、０．００
５重量％以上、０．５重量％以下の割合で配合することがより好ましく、０．０１重量％
以上、０．２重量％以下の割合で配合することが更に好ましい。
【０２０３】
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　前記範囲で光安定剤を配合することにより、ポリカーボネート樹脂組成物表面への光安
定剤のブリード、得られる成形品の機械特性低下を生じることなく、本発明のポリカーボ
ネート樹脂組成物を成形した成形品の耐光性を向上することができる。
【０２０４】
［その他の添加剤］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲でさらに帯
電防止剤を含有することができる。さらに、本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、
上記以外に、熱安定剤、中和剤、着色剤、滑剤、潤滑剤、可塑剤、相溶化剤または難燃剤
等の各種の添加剤を本発明の目的を損なわない範囲で配合してもよい。
【０２０５】
［各種添加剤の添加時期・添加方法］
　ポリカーボネート樹脂組成物に配合する上述の酸化防止剤、離型剤、充填剤若しくは酸
性化合物又はその誘導体、紫外線吸収助剤、ブルーイング剤、熱安定剤、光安定剤あるい
は帯電防止剤などの各種の添加剤の添加時期、添加方法は特に限定されない。
【０２０６】
　添加剤の添加時期としては、例えば、エステル交換法でポリカーボネート樹脂を製造し
た場合は重合反応終了時；さらに、重合法に関わらず、ポリカーボネート樹脂、他の配合
剤との混練途中などのポリカーボネート樹脂又はポリカーボネート樹脂組成物が溶融した
状態；押出機等を用い、ペレット又は粉末などの固体状態のポリカーボネート樹脂組成物
とブレンド・混練する際などが挙げられる。
【０２０７】
　添加剤の添加方法としては、例えば、ポリカーボネート樹脂に各種成分を直接混合又は
混練する方法；少量のポリカーボネート樹脂組成物又は他の樹脂等と各種成分を用いて作
成した高濃度のマスターバッチとして添加する方法が挙げられる。
【０２０８】
［製造方法］
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、本発明のポリカーボネート樹脂とコア・シェ
ル構造からなるエラストマー、更に必要に応じて配合される他の樹脂または各種の添加剤
等の原料とを、同時に、又は任意の順序で、タンブラー、スーパーミキサー、フローター
、Ｖ型ブレンダー、ナウターミキサー、バンバリーミキサーまたは押出機等で混合するこ
とにより製造することができる。
【０２０９】
〔ポリカーボネート樹脂成形品〕
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物を成形することにより本発明のポリカーボネート
樹脂成形品が得られる。
【０２１０】
　本発明のポリカーボネート樹脂成形品は、ポリカーボネート樹脂、エラストマー及び必
要に応じてその他の樹脂または添加剤等の原料を直接混合し、押出機若しくは射出成形機
に投入して成形するか、又は、前記原料を、二軸押出機を用いて溶融混合し、ストランド
形状に押出してペレットを作製した後、このペレットを押出機若しくは射出成形機に投入
して成形することにより製造することができる。
【０２１１】
　成形方法は特に限定されず、射出成形法、押出成形法または圧縮成形法等の通常知られ
ている方法を採用することができるが、成形品形状の自由度の観点から射出成形法が好ま
しい。
【０２１２】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物を成形して得られる本発明のポリカーボネート樹
脂成形品は、特に耐光性、耐衝撃性に優れることから、電気・電子部品、自動車用部品、
シート、ボトル、容器、建材またはガラス窓等のスモークフィルム等の用途に好適に用い
ることができる。特に、ポリカーボネート樹脂組成物の全光線透過率が５５％以下である
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と、遮光性に優れるため、ガラス窓等のスモークフィルムの用途、または自動車等のプラ
イバシーガラス若しくは窓ガラス等のガラス代替建材の用途等として特に有用である。
【０２１３】
　なお、一般的に「フィルム」とは、長さ及び幅に比べて暑さが極めて小さく、最大厚さ
が任意に限定されている薄く平らな製品をいい、通常はロールの形で供給されるものであ
り、一般的に「シート」とは、ＪＩＳにおける定義上、薄く、その厚さが長さと幅のわり
には小さく平らな製品をいう。
【０２１４】
　しかし、「シート」と「フィルム」との間の境界は定かではなく、本発明において文言
上両者を区別する必要はないので、本発明において「フィルム」と称する場合でも「シー
ト」を含むものとし、「シート」と称する場合でも「フィルム」を含むものとする。前記
の「スモークフィルム」の場合も同様である。
【実施例】
【０２１５】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明はその要旨を超えない限り
以下の実施例に限定されるものではない。尚、下記の実施例における各種の製造条件また
は評価結果の値は、本発明の実施態様における上限または下限の好ましい値としての意味
をもつものであり、好ましい範囲は前記した上限または下限の値と下記実施例の値または
実施例同士の値との組み合わせで規定される範囲であってもよい。
【０２１６】
　以下において、ポリカーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の製造に用いた
各原料または添加剤は、以下の略号で示す。
【０２１７】
＜ジヒドロキシ化合物＞
ＩＳＢ：ロケットフルーレ社製　イソソルビド「ＰＯＬＹＳＯＲＢ」
ＣＨＤＭ：イーストマン社製　１，４－シクロヘキサンジメタノール
＜炭酸ジエステル＞
　ＤＰＣ：三菱化学社製　ジフェニルカーボネート
【０２１８】
＜エラストマー＞
　メタブレンＷ－４５０Ａ：三菱レイヨン社製　コア・シェル型エラストマー「メタブレ
ン（登録商標）Ｗ－４５０Ａ」（コア層がアクリル酸アルキル重合体、シェル層がメタク
リル酸メチルのコア・シェル型グラフト共重合体のエラストマー）
メタブレンＣ－２２３Ａ：三菱レイヨン社製　コア・シェル型エラストマー「メタブレン
（登録商標）Ｃ－２２３Ａ」（コア層がブタジエン－スチレン共重合体、シェル層がメタ
クリル酸メチル重合体のコア・シェル型グラフト共重合体のエラストマー）
　パラロイドＥＸＬ２６０３：ローム・アンド・ハース・ジャパン社製　コア・シェル型
エラストマー「パラロイド（登録商標）ＥＸＬ２６０３」（コア層がブタジエン重合体、
シェル層がアクリル酸アルキル－メタクリル酸アルキル共重合体のコア・シェル型グラフ
ト共重合体のエラストマー）
　メタブレンＳ－２００１：三菱レイヨン社製　コア・シェル型エラストマー「メタブレ
ン（登録商標）Ｓ－２００１」（コア層がシリコン・アクリル複合体、シェル層がメタク
リル酸メチル重合体のコア・シェル型グラフト共重合体のエラストマー）
【０２１９】
＜酸化防止剤＞
　アデカスタブ２１１２：ＡＤＥＫＡ社製　ホスファイト系酸化防止剤「アデカスタブ（
登録商標）２１１２」
　アデカスタブＡＯ－６０：ＡＤＥＫＡ社製　フェノール系酸化防止剤「アデカスタブ（
登録商標）ＡＯ－６０」
【０２２０】
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＜離型剤＞
　Ｓ－１００Ａ：理研ビタミン社製　ステアリン酸モノグリセリド
【０２２１】
　また、ポリカーボネート樹脂の物性及びポリカーボネート樹脂組成物の物性は以下の方
法で測定及び評価を行った。
【０２２２】
［ポリカーボネート樹脂の物性］
１）還元粘度の測定
　溶媒として塩化メチレンを用いて溶解し、０．６ｇ／ｄＬの濃度のポリカーボネート樹
脂溶液を調製した。森友理化工業社製ウベローデ型粘度管を用いて、温度２０．０℃±０
．１℃で測定を行い、溶媒の通過時間ｔ０と溶液の通過時間ｔから次式（ｉ）より相対粘
度ηｒｅｌを求め、相対粘度から次式（ｉｉ）より比粘度ηｓｐを求めた。
　　ηｒｅｌ＝ｔ／ｔ０　　　　（ｉ）
　　ηｓｐ＝（η－η０）／η０＝ηｒｅｌ－１　　（ｉｉ）
　比粘度を濃度ｃ（ｇ／ｄＬ）で割って、還元粘度ηｓｐ／ｃを求めた。
　この値が高いほど分子量が大きい。
【０２２３】
［ポリカーボネート樹脂組成物の物性］
＜試験片作成方法＞
　ポリカーボネート樹脂組成物のペレットを、熱風乾燥機を用いて、８０℃で６時間乾燥
した。次に、乾燥したポリカーボネート樹脂組成物のペレットを射出成形機（日本製鋼所
社製Ｊ７５ＥＩＩ型）に供給し、樹脂温度２４０℃、金型温度６０℃、成形サイクル４０
秒間の条件で、射出成形板（幅６０ｍｍ×長さ６０ｍｍ×厚さ３ｍｍ）及び機械物性用Ｉ
ＳＯ試験片を成形した。
【０２２４】
＜物性の評価＞
１）耐候試験前後のＹＩ値（１）
（耐候試験前のＹＩ値）
　ＪＩＳ　Ｋ７１０５（１９８１年）に準拠し、分光色差計（日本電色工業社製ＳＥ２０
００）を使用し、Ｃ光源透過法にて上記で得られた射出成形板（幅６０ｍｍ×長さ６０ｍ
ｍ×厚さ３ｍｍ）のイエローインデックス（ＹＩ）値を測定した。
（耐候試験後のＹＩ値）
　ＪＩＳ　Ｂ７７５３（２００７年）に準拠して、スガ試験機社製サンシャインウェザー
メーターＳ８０を用いて、サンシャインカーボンアーク（ウルトラロングライフカーボン
４対）光源で放電電圧５０Ｖ、放電電流６０Ａに設定し、照射及び表面スプレー（降雨）
にてブラックパネル温度６３℃、相対湿度５０％の条件下、上記で得られた射出成形板（
幅６０ｍｍ×長さ６０ｍｍ×厚さ３ｍｍ）の正方形の面に対して、１５００時間照射処理
を行った。表面スプレー（降雨）時間は、１２分／１時間とした。ガラスフィルターはＡ
タイプを用いた。照射処理後、耐候試験前のＹＩ値と同様の方法により測定した。
【０２２５】
２）耐候試験前後のＹＩ値（２）
（耐候試験前のＹＩ値）
　上記１）の耐候試験前のＹＩ値と同様にしてＹＩ値を測定した。
（耐候試験後のＹＩ値）
スガ試験機社製メタリングウェザーメーターＭ６Ｔを用いて、６３℃、相対湿度５０％の
条件下、光源として水平式メタリングランプを、インナーフィルターとして石英を、また
ランプの周囲にアウターフィルターとして＃５００のフィルターを取り付け、波長３００
ｎｍ～４００ｎｍの放射照度１．５ｋｗ／ｍ２になるように設定し、上記で得られた射出
成形板（幅６０ｍｍ×長さ６０ｍｍ×厚さ３ｍｍ）の正方形の面に対して、１００時間照
射処理を行った。照射後のＹＩ値を上記の耐候試験前のＹＩ値と同様の方法により測定し
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た。
【０２２６】
３）ノッチ付シャルピー衝撃強度
　上記で得られた機械物性用ＩＳＯ試験片についてＩＳＯ１７９（２０００年）に準拠し
てノッチ付シャルピー衝撃試験を実施した。
【０２２７】
４）全光線透過率
　ＪＩＳ　Ｋ７１０５（１９８１年）に準拠し、ヘイズメーター（日本電色工業社製　Ｎ
ＤＨ２０００）を使用し、Ｄ６５光源にて上記で得られた射出成形板（幅６０ｍｍ×長さ
６０ｍｍ×厚さ３ｍｍ）の厚さ方向について全光線透過率を測定した。全光線透過率が低
いほど遮光性に優れることを示す。
【０２２８】
［製造例１］
　撹拌翼及び１００℃に制御された還流冷却器を具備した重合反応装置に、ＩＳＢとＣＨ
ＤＭ、蒸留精製して塩化物イオン濃度を１０ｐｐｂ以下にしたＤＰＣ及び酢酸カルシウム
１水和物を、モル比率でＩＳＢ／ＣＨＤＭ／ＤＰＣ／酢酸カルシウム１水和物＝０．５０
／０．５０／１．００／１．３×１０－６になるように仕込み、十分に窒素置換した（酸
素濃度０．０００５体積％～０．００１体積％）。
【０２２９】
　続いて熱媒で加温を行い、内温が１００℃になった時点で撹拌を開始し、内温が１００
℃になるように制御しながら内容物を融解させ均一にした。その後、昇温を開始し、４０
分で内温を２１０℃にし、内温が２１０℃に到達した時点でこの温度を保持するように制
御すると同時に、減圧を開始し、２１０℃に到達してから９０分で１３．３ｋＰａ（絶対
圧力、以下同様）にして、この圧力を保持するようにしながら、さらに６０分間保持した
。
【０２３０】
　重合反応とともに副生するフェノール蒸気は、還流冷却器への入口温度として１００℃
に制御された蒸気を冷媒として用いた還流冷却器に導き、フェノール蒸気中に若干量含ま
れるモノマー成分を重合反応器に戻し、凝縮しないフェノール蒸気は続いて４５℃の温水
を冷媒として用いた凝縮器に導いて回収した。
【０２３１】
　このようにしてオリゴマー化させた内容物を、一旦大気圧にまで復圧させた後、撹拌翼
及び上記同様に制御された還流冷却器を具備した別の重合反応装置に移し、昇温及び減圧
を開始して、６０分で内温２２０℃、圧力２００Ｐａにした。
【０２３２】
　その後、２０分かけて内温２３０℃、圧力１３３Ｐａ以下にして、所定撹拌動力になっ
た時点で復圧し、内容物をストランドの形態で抜出し、回転式カッターでペレットにした
。得られたペレットの還元粘度を測定したところ、０．６０ｄＬ／ｇであった。
【０２３３】
［実施例１、２及び比較例１～５］
　製造例１において製造したポリカーボネート樹脂のペレットを用いて表－１及び表－２
のそれぞれに示す配合で各成分を配合し、日本製鋼所社製２軸押出機（ＴＥＸ３０ＨＳＳ
－３２）を用いて、樹脂温度２５０℃で押し出し、水で冷却固化させた後、回転式カッタ
ーでペレット化することによりポリカーボネート樹脂組成物を製造した。得られたポリカ
ーボネート樹脂組成物について、前記した方法により耐候試験前後のＹＩ値及びノッチ付
シャルピー衝撃強度を測定・評価した。その結果を表－１及び表－２のそれぞれに示す。
なお、耐候試験前後のＹＩ値については実施例１及び比較例１～４については前記１）の
「耐候試験前後のＹＩ値（１）」の方法により実施し、実施例２及び比較例５については
前記２）の「耐候試験前後のＹＩ値（２）」の方法により実施した。
【０２３４】
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【０２３５】
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【表２】

【０２３６】
　表－１、２に示すように、耐候性と耐衝撃性の両方の評価において「合格」となったの
は実施例１、２のみであった。これらの結果から、本発明のポリカーボネート樹脂組成物
によれば、耐候性を維持したまま、耐衝撃性を向上させたポリカーボネート樹脂組成物及
びその成形品が得られることがわかる。
【０２３７】
　更に、表－１、２に示すように、実施例１及び２は、高い耐衝撃性を有したまま遮光性
に優れたものが得られるため、例えば、自動車等のプライバシーガラスまたは窓用建材の
スモークガラスのような、耐衝撃性を必要としながら全光線透過率の低い材料が要求され
る用途でのガラス代替建材用途またはスモークフィルム等の用途に特に適することがわか
る。
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